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１．目的の比較

（注１）目的は条例の目的（どのような目的で制定されたのか）タイプと条例制定の目的（どのような事項を規定したのか）タイプの
２タイプがあるが、現在は混在し、後者が主流となっている。したがって、その後の骨格と関係が深い。

(注２）条例適用の範囲をどこまでとするか。町政とするタイプ（下川町）と○○町（下川町以外）とするタイプがある。
(注３）このあと規定する基本理念や基本原則は「自治の」なのか、「まちづくりの」なのか、である。本来、ここに条例名称の由来が

あるが、最近は条例名称との関係はあいまいとなっている。

自治基本条例の概要総則①目的 ｐ１１（条文集）
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下川町 白老町 苫小牧市 川崎市 上越市 ニセコ町 八雲町 美幌町

目的

第1条　この条例
は、町政運営の基
本理念及び基本的
な原則を定めるとと
もに、町民の権利と
役割並びに町及び
議会の役割と責務
を明確にし、町民主
権の町政運営を推
進することにより、
下川町の自治の確
立を図ることを目的
とします。

第１条 この条例
は、白老町におけ
る自治の基本理念
と基本原則を定め、
町民、議会、町長と
行政の役割を明ら
かにするとともに、
それぞれの主体に
関する基本的な事
項と制度等を確立
することにより、自
主自立のまちづくり
を進め、自治を実
現することを目的と
します。

第1条　この条例
は、まちづくりの基
本原則を定め、市
民及び市の責務等
を明らかにするとと
もに、市政運営の
原則等を定めること
により、市民自治に
よるまちづくりの推
進を図ることを目的
とする。

第１条　この条例
は、本市における
自治の基本理念と
自治運営の基本原
則を確認し、自治運
営を担う主体である
市民、議会及び市
長その他の執行機
関（以下「市長等」と
いいます。）の役
割、責務等を明らか
にするとともに、行
政運営、区の在り
方、自治運営の基
本原則に基づく制
度等本市の自治の
基本を定めることに
より、市民自治を確
立することを目的と
します。

第１条 この条例
は、市における自
治の基本的な理念
及び仕組みを定め
ることにより、市民
による自治の一層
の推進を図り、もっ
て自主自立のまち
を実現することを目
的とする。

第1条　この条例
は、ニセコ町のまち
づくりに関する基本
的な事項を定めると
ともに、まちづくりに
おけるわたしたち町
民の権利と責任を
明らかにし、自治の
実現を図ることを目
的とする。

この条例は、八雲町
のまちづくりに関す
る基本理念及び基
本原則を定め、町
民、議会及び行政の
役割並びに責務を
明らかにし、住みよ
い八雲町を創るため
の基本的な事項及
び制度を定めること
によって、町民主体
の自治を実現するこ
とを目的とします。
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（１）目的

目的の概念

白老町自治基本条例

ポイント

条例制定の目的（この条例はどのような事項を規定したのか）
→主語は

①町における自治の基本理念（価値感）と基本原則（具体的手
段）を定めること

なぜ→2000年4月の地方分権改革一括法で地方自治法が改正
され、国と都道府県・市町村との間の役割分担が見直され、「地
域における団体自治」の実施は地方自治体の役割であり、国
は地方自治体の役割分担に配慮しなければならないとなった。
→「上下・主従」の関係から「対等協力」の関係に変わった

そのため、町の自治（自己決定・自己責任）を行うための価値
感の共有を定める必要が生じた。

②町民、議会、町長と行政（職員）の役割を明らかにすること
（再確認）

③それぞれの主体に関する基本的な事項と制度等を確立する
こと（制度の見直し）

なぜ→地方自治法が改正され、自治体が自らの責任で決定で
きる範囲が拡大したことを受けて、町民、議会、町長と行政（職
員）の役割を再確認し、制度等の確立をする。→時代の変化に
対応する必要がある

④自主自立のまちづくりを進め、自治を実現することを目的とす
ること

なぜ→従来の国の指示を待つ自治体運営から、自らの意思
（責任）で決定する自治体経営に、白老町は変わるため、地域
の自立のための条例を制定することを目的とする。

（目的）

第１条この条例は、①白老町における自治の基本理念と基本

原則を定め、②町民、議会、町長と行政の役割を明らかにする
とともに、③それぞれの主体に関する基本的な事項と制度等を
確立することにより、④自主自立のまちづくりを進め、自治を実
現することを目的とします。

自治基本条例の概要総則①目的 ｐ１１（条文集）



２．用語の定義比較

自治基本条例の概要総則②用語の定義 ｐ１２（条文集）
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用語の定義 下川町 白老町 苫小牧市 川崎市 上越市 ニセコ町 八雲町 美幌町

住民
町内に住所を有する
人をいいます

町民（市民）

町内に住む人、町
内に事務所がある
法人及び町内で活
動する団体

町内に住み、働き、
学ぶ子どもから高
齢者や町内で事業
活動を営む者をい
います

市内に住所を有す
る者、市内で働き、
又は学ぶ者及び市
内で活動する法人
その他の団体をい
う

本市の区域内に住
所を有する人、本
市の区域内で働
き、若しくは学ぶ人
又は本市の区域内
において事業活動
その他の活動を行
う人若しくは団体を
いいます

ア 市の区域内に居住
する個人
イ 市の区域内に事務
所又は事業所を有す
る個人及び法人その
他の団体
ウ 市の区域内に存す
る事務所又は事業所
に勤務する個人
エ 市の区域内に存す
る学校に在学する個
人

前項に掲げる人又は
町内で働き、学び、事
業活動その他の活動
を営む人若しくは団
体をいいます

町（市）

町長をはじめとする
すべての執行機関

執行機関と議会を
いいます

議会及び市長その
他の執行機関(以下
「市長等」という。)を
いう

基礎自治体としての
上越市をいう

議 会
選挙で選ばれた町議
会議員によって構成
する議事機関をいい
ます

執行機関
（市長等、行
政）

町長、教育委員会、
農業委員会、選挙
管理委員会、監査
委員と固定資産評
価審査委員会をい
います

市長、教育委員会、選
挙管理委員会、公平
委員会、監査委員、農
業委員会及び固定資
産評価審査委員会を
いう

町長、教育委員会、
農業委員会、選挙管
理委員会、監査委員
及び固定資産評価審
査委員会をいいます

町 政
下川町における政
治及び行政の全体

議会と行政が担う自
治の領域をいいます

まちづくり

明るく活気にあふれ、
住みよい八雲町を創
るための公共的な活
動をいいます

町民活動団
体

町民が自主的に組
織した団体の総称
をいいます

参加（市民
参画）

市民が、暮らしやす
い地域社会をつくる
ために、市政に主
体的にかかわり、
行動することをいい
ます

市民が自発的かつ主
体的に市の政策の立
案、実施、評価及び見
直しの各段階におけ
る意思形成にかかわ
ることをいう

協働

市民及び市が、共
通の目的を実現す
るために、それぞれ
の役割と責任の下
で、相互の立場を
尊重し、対等な関係
に立って協力するこ
とをいいます

市民、市議会及び市
長等が相互の果たす
べき責務を認識し、そ
れぞれの立場及び特
性を対等なものとして
尊重する考えの下、
公共的な目的を果た
すため、協力して共に
働くことをいう

町民、議会及び行政
が、互いに知恵と力
を合わせ、同じ目的
に向かって協力し、行
動することをいいます
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（２）用語の定義

用語の定義

白老町自治基本条例

（定義）

第２条この条例における用語の定義は、次のとおりとします。

(1) 町民 町内に住み、働き、学ぶ子どもから高齢者や町内

で事業活動を営む者をいいます。

(2) 執行機関 町長、教育委員会、農業委員会、選挙管理委

員会、監査委員と固定資産評価審査委員会をいいます。

(3) 町 執行機関と議会をいいます。

(4) 町民活動団体 町民が自主的に組織した団体の総称をい

います。

ポイント

①町民 町内に住み（住民）、働き（通勤）、学ぶ者（学生）及
び町内で事業活動を営む者（事業者）をいいます。

→なぜ、町民を広義に規定するか。市民参加や協働の当事
者として、住民のみに限定しないという考え方。

②町 議会と執行機関をいいます。→「町」の定義に矛盾
があるところがある→町という総称を使わず、議会及び執行
機関（行政）は、または、執行機関（行政）はというように正確
に表現した方がよい。

③執行機関 町長、教育委員会、農業委員会、選挙管理委

員会、監査委員と固定資産評価審査委員会をいいます。

④参加 町民が、暮らしやすい地域社会をつくるために、町
政に主体的にかかわり、行動することをいいます。

5

住民（住
所を有
する人）

通勤人

通学生

関係
者

事業者

住民と町民の違い

議会
執行機関
（町・行政）

町

参加 参画

積極的か
ら消極的
までの参
加

積極的
参加

参加の姿勢ｏｒ参加の状態
により区別
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下川町 白老町 苫小牧市 川崎市 上越市 ニセコ町 八雲町 美幌町

基本
理念

第3条　第1条の目的を達成するため、次
に掲げる基本理念に基づいて、町政運
営の仕組みを整備します。
(1)　町及び議会は、町民の知る権利及
び個人情報の保護に関する権利を保障
するとともに、積極的な情報公開を行うこ
とにより、町民参加を推進するための条
件を整えます。
(2)　町及び議会は、町民が意欲的に町
政運営に参加できるよう、多様な参加の
機会の保障と意見の反映を行います。
(3)　町及び議会は、町政運営の質的向
上を図るため、基本的な制度の確立及
び運用の原則を明らかにします。
(4)　町は、社会経済情勢の変化や町政
運営の課題に対応するため、効率的で
機動的な行政組織を編成するとともに、
職員の能力向上に努めます。
(5)　議会は、町民の意思を反映するとと
もに、町政運営の監視、牽制機能を果た
し、町民福祉の向上に努めます。
(6)　町及び議会は、町政に対する町民
の信頼を確保するため、説明責任を果た
すとともに、公正な町政運営を行いま
す。
(7)　町及び議会は、より良い地域社会の
形成や町政運営における課題解決のた
め、多様な主体との連携かつ協力を進
めます。
2　町は、この条例に基づき、町政運営の
制度全般を組み合わせて活用し、より効
果があがるよう努めます。

第３条 私たちは、
まちづくりの主体と
して、自らの手で自
らのまちを創ってい
こうとする意思を明
確にし、考え行動す
ることで、互いに支
えあい、いつまでも
安心して暮らすこと
のできる「しあわせ
を感じるまち」の実
現を目指します。
２ 私たちは、前項
の規定の実現に向
け、平和を願い、環
境を守り、次代を担
う子どもたちを育
み、学び、働くことを
通じて、将来にわた
りまちづくりに取り
組みます。

なし 第４条　市民及び
市は、次に掲げる
ことを基本理念と
して市民自治の確
立を目指します。
(1) 市民は、地域
社会の課題を自ら
解決していくことを
基本として、その
総意によって市を
設立し、地域社会
における自治の一
部を信託している
こと。
(2) 市民は、その
信託に基づく市政
に自ら主体的にか
かわることにより、
個人の尊厳と自由
が尊重され、市民
の福祉が実現され
る地域社会の創
造を目指すこと。
(3) 市は、国及び
神奈川県と対等な
立場で相互協力
の関係に基づいた
自律的運営を図
り、自治体として
の自立を確保する
こと。

第３条 市における自治の基
本理念は、次のとおりとする。
⑴ 市民主権  市民が自治の
主体として自ら自治体を統治
することは、地方自治の根幹
であり、主権者である市民の
信託により置かれた市議会
及び市長等は、公正で開か
れた市民主体の市政運営を
行うこと。
⑵ 人権の尊重  出身、障害
の有無、性別、年齢、国籍等
にかかわらず、市民一人ひと
りの人権が尊重されること。
⑶ 非核平和への寄与  世界
の人々との友好のきずなを強
めながら、人類共通の願いで
ある非核平和の実現に向け
たまちづくりを行うこと。
⑷ 地球環境の保全 健全で
恵み豊かな環境を将来の世
代に継承するため、地球全体
の環境に配慮したまちづくり
を行うこと。
⑸ 地域特性の尊重  地域の
歴史及び文化的な特性を尊
重したまちづくりを行うこと。
⑹ 地方分権の推進及び自主
自立の市政運営 基礎自治体
としての権限の拡充に取り組
むとともに、自主的かつ自立
的に市政運営を行うこと。

なし 私たちは、八雲町
民憲章の精神を尊
重するとともに、次
に掲げる事項に
よってまちづくりを
進めることを基本と
します。
(1) 私たちのまち
は、私たちで創ると
いう明確な意思を
もって考え、行動
し、互いに支え合
い、安心して暮らせ
る、住みよい八雲
町の実現をめざし
ます。
(2) 協働の精神を大
切にして、課題を見
いだし、解決に努
め、常に進歩するま
ちづくりをめざしま
す。
(3) まちづくりを次世
代に引き継いでいく
という意思のもと
に、持続可能な地
域社会の創造をめ
ざします。
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（３）基本理念

基本理念の概念

川崎市自治基本条例

町の設立

「私」領域

「公」領域

信託・参加

信託・参加

（町政）

(基本理念)第４条 市民及び市は、次に掲げることを基本理念とし

て市民自治の確立を目指します。

(1) 市民は、地域社会の課題を自ら解決していくことを基本として、
その総意によって市を設立し、地域社会における自治の一部を信
託していること。

(2) 市民は、その信託に基づく市政に自ら主体的にかかわることに
より、個人の尊厳と自由が尊重され、市民の福祉が実現される地
域社会の創造を目指すこと。

(3) 市は、国及び神奈川県と対等な立場で相互協力の関係に基づ
いた自律的運営を図り、自治体としての自立を確保すること。

ポイント

条例の基本理念

①理念を前文に入れているところがある。→苫小牧
市

②基本理念は「町の共通の価値（理想）」

・基本理念として市民自治の確立 →自分たちのこ
とは自分たちで決める

・地域社会の課題を自ら解決 →私たちが住んで
いる地域の問題は私たち自ら解決するため働きか
ける。

・町政に自ら主体的にかかわる →議会や執行機
関の決定過程に町民自ら主体的に参加する

・自治体としての自立を確保 →団体としての自治
体の自己決定・自己責任ができる体制の確保

（地域社会）

地域
課題

「共」領域
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下川町 白老町 苫小牧市 川崎市 上越市 ニセコ町 八雲町 美幌町

基本
原則

なし ※第２章「情報共
有」と第３章「町民
参加」を２大原則に
位置づけている。

第1節　基本原則
第3条　市民及び市
は、まちづくりの理念
にのっとり、次に掲げ
る原則に基づき、市民
自治によるまちづくり
を推進するものとす
る。
(1)　情報共有の原則
市民及び市がまちづく
りに関する情報を共有
すること。
(2)　市民参加の原則
市民の参加の下に市
政運営が行われるこ
と。
(3)　協働の原則　市
民及び市がそれぞれ
の役割及び責任に応
じ、対等な関係で協力
すること。

(自治運営の基本原
則)
第５条　市民及び市
は、次に掲げる原則
に基づき、自治運営を
行います。
(1) 情報共有の原則
市政に関する情報を
共有すること。
(2) 参加の原則　市民
の参加の下で市政が
行われること。
(3) 協働の原則　暮ら
しやすい地域社会の
実現に寄与するよう協
働を行うこと。
２　市は、参加又は協
働による自治運営に
当たっては、参加又は
協働をしないこと　に
よって、市民が特別の
不利益を受けることの
ないようにします

（自治の基本原則）
第４条 市民、市議会
及び市長等は、前条
に定める自治の基本
理念（以下「自治の
基本理念」という。）
に基づき、次に掲げ
る事項を原則として
自治を推進するもの
とする。
⑴ 情報共有の原則
市民と市議会及び市
長等が相互に市政運
営に関する情報を共
有すること。
⑵ 市民参画の原則
市民参画を基本とし
て市政運営を行うこ
と。
⑶ 協働の原則 協働
を基本として公共的
課題の解決に当たる
こと。
⑷ 多様性尊重の原
則 市民の出身、障害
の有無、性別、年齢、
国籍その他それぞれ
の置かれた状況を尊
重し、市民一人ひとり
が個性及び能力を十
分に発揮することが
できるようにするとと
もに、地域の歴史、
文化及び価値観を尊
重すること。

(情報共有の原則)
第2条　まちづくり
は、自らが考え行
動するという自治の
理念を実現するた
め、わたしたち町民
がまちづくりに関す
る情報を共有する
ことを基本に進めな
ければならない。
(情報への権利)
第3条　わたしたち
町民は、町の仕事
について必要な情
報の提供を受け、
自ら取得する権利
を有する。
(説明責任)
第4条　町は、町の
仕事の企画立案、
実施及び評価のそ
れぞれの過程にお
いて、その経過、内
容、効果及び手続
を町民に明らかに
し、分かりやすく説
明する責務を有す
る。
(参加原則)
第5条　町は、町の
仕事の企画立案、
実施及び評価のそ
れぞれの過程にお
いて、町民の参加
を保障する。

私たちのまちづくりは、
次に掲げる原則に基
づき推進するものとし
ます。
(1) 町民主体の原則
町民は、まちづくりの
主体であり、まちづくり
の一部を議会及び行
政へ信託します。
(2) 情報共有の原則
町民、議会及び行政
は、まちづくりに関する
情報を共有します。
(3) 参加の原則
まちづくりは、町民の
主体的な参加の下に
行われることを基本と
します。
(4) 協働の原則
町民、議会及び行政
は、それぞれの役割
及び責任において、協
働してまちづくりを
行います。
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（４）基本原則

基本原則の概念

「私」領域

美幌町

「公」領域

町
長

議
会

町

民

課

題

情
報

解
決

②市民参加

①情報共有

③協働執行

①情報公開

川崎市自治基本条例

(自治運営の基本原則)
第５条 市民及び市は、次に掲げる原則に基づき、自治運営
を行います。
(1) 情報共有の原則 市政に関する情報を共有すること。
(2) 参加の原則 市民の参加の下で市政が行われること。
(3) 協働の原則 暮らしやすい地域社会の実現に寄与する

よう協働を行うこと。
２ 市は、参加又は協働による自治運営に当たっては、参加
又は協働をしないこと によって、市民が特別の不利益を受
けることのないようにします

ポイント

基本原則

①町民及び町（議会及び行政）は、次に掲げる原則に基
づき、自治運営を行います。

・情報共有の原則 町政に関する情報を共有すること。

なぜ→議会や行政の決定過程に町民自ら主体的に参加が
求められる。参加のためにはわかりやすい情報の公開や
説明があって、初めて情報の共有ができる。情報なくし
て参加なし。

・参加の原則 町民の参加の下で町政が行われること。

なぜ→自治体経営は町民の意思に基づき行うためには、
議会や行政の決定過程に町民の参加が必要である。

・協働の原則 暮らしやすい地域社会の実現に寄与す
るよう協働を行うこと。

なぜ→私たちが生活する地域社会は自ら課題解決に取り
組むが、私たちで解決に困っている課題への行政の支援
（協働）があれば解決できる場合もある。ただし、主体
は町民である。

町政 地域社会
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「共」領域


